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�愛媛県規則第４９号
愛媛県県立高等技術専門校運営規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２４年１１月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県県立高等技術専門校運営規則の一部を改正する規則

愛媛県県立高等技術専門校運営規則（昭和３３年愛媛県規則第５４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第１条関係） 別表（第１条関係）

名 称
職業訓練

の種類

訓練

課程
訓 練 科

訓練

定員

訓練

期間
名 称

職業訓練

の種類

訓練

課程
訓 練 科

訓練

定員

訓練

期間

省略 省略

愛媛県立今

治高等技術

専門校

普通職業

訓練

普通

課程

省略 愛媛県立今

治高等技術

専門校

普通職業

訓練

普通

課程

省略

服飾モード科 １０人 ２年 服飾ソーイング科 ２０人 １年

省略 省略

省略 省略

附 則

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第５０号
愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規則及び愛媛県林業・木材産業改善資金貸付規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２４年１１月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規則及び愛媛県林業・木材産業改善資金貸付規則の一部を改正する規則

（愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規則の一部改正）

第１条 愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規則（昭和５４年愛媛県規則第８２号）の一部を次のように改正する。
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（沿岸漁業改善資金の貸付け）

第１条 県は、沿岸漁業改善資金助成法（昭和５４年法律第２５号。以

下「法」という。）、沿岸漁業改善資金助成法施行令（昭和５４年

政令第１２４号）及び沿岸漁業改善資金助成法施行規則（昭和５４年

農林水産省令第２２号）、中小企業者と農林漁業者との連携による

事業活動の促進に関する法律（平成２０年法律第３８号。以下「農商

工等連携促進法」という。）、中小企業者と農林漁業者との連携

による事業活動の促進に関する法律施行令（平成２０年政令第２３４

号）及び中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進

に関する法律第４条第２項第２号イの農業者等が実施する農業改

良措置を支援するための措置等を定める省令（平成２０年農林水産

省令第４８号）、農林漁業有機物資源のバイオ燃料の原材料として

の利用の促進に関する法律（平成２０年法律第４５号。以下「バイオ

燃料法」という。）及び農林漁業有機物資源のバイオ燃料の原材

料としての利用の促進に関する法律施行令（平成２０年政令第２９６

号）、地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及

び地域の農林水産物の利用促進に関する法律（平成２２年法律第６７

号。以下「六次産業化法」という。）、地域資源を活用した農林

漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進

に関する法律施行令（平成２３年政令第１５号）、地域資源を活用し

た農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利

用促進に関する法律施行規則（平成２３年農林水産省令第７号）及

び地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地

域の農林水産物の利用促進に関する法律施行令第４条第１項の表

第５号の農林水産大臣が定める基準等を定める件（平成２３年農林

水産省告示第６０８号）並びに東日本大震災に対処するための特別

の財政援助及び助成に関する法律（平成２３年法律第４０号）及び東

日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法

律の農林水産省関係規定の施行等に関する政令（平成２３年政令第

１３２号。以下「東日本大震災特財令」という。）に定めるものの

ほか、この規則に定めるところにより、法第３条第１項に規定す

る沿岸漁業従事者等（以下「沿岸漁業従事者等」という。）、農

商工等連携促進法第１２条第１項に規定する認定中小企業者（以下

「認定中小企業者」という。）及び六次産業化法第６条第３項に

規定する促進事業者（以下「促進事業者」という。）に対して、

経営等改善資金、生活改善資金及び青年漁業者等養成確保資金

（以下「沿岸漁業改善資金」という。）を貸し付けるものとす

る。

（沿岸漁業改善資金の種類等）

第２条 経営等改善資金の種類及び貸付けの内容並びに貸付金の一

沿岸漁業従事者等、一認定中小企業者及び一促進事業者ごとの限

度額及び償還期間は、次の表のとおりとする。

（沿岸漁業改善資金の貸付け）

第１条 県は、沿岸漁業改善資金助成法（昭和５４年法律第２５号。以

下「法」という。）、沿岸漁業改善資金助成法施行令（昭和５４年

政令第１２４号）及び沿岸漁業改善資金助成法施行規則（昭和５４年

農林水産省令第２２号）、中小企業者と農林漁業者との連携による

事業活動の促進に関する法律（平成２０年法律第３８号。以下「農商

工等連携促進法」という。）、中小企業者と農林漁業者との連携

による事業活動の促進に関する法律施行令（平成２０年政令第２３４

号）及び中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進

に関する法律第４条第２項第２号イの農業者等が実施する農業改

良措置を支援するための措置等を定める省令（平成２０年農林水産

省令第４８号）、農林漁業有機物資源のバイオ燃料の原材料として

の利用の促進に関する法律（平成２０年法律第４５号。以下「バイオ

燃料法」という。）及び農林漁業有機物資源のバイオ燃料の原材

料としての利用の促進に関する法律施行令（平成２０年政令第２９６

号）、地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及

び地域の農林水産物の利用促進に関する法律（平成２２年法律第６７

号。以下「六次産業化法」という。）、地域資源を活用した農林

漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進

に関する法律施行令（平成２３年政令第１５号）、地域資源を活用し

た農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利

用促進に関する法律施行規則（平成２３年農林水産省令第７号）及

び地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地

域の農林水産物の利用促進に関する法律施行令第４条第１項の表

第５号の農林水産大臣が定める基準等を定める件（平成２３年農林

水産省告示第６０８号）並びに東日本大震災に対処するための特別

の財政援助及び助成に関する法律（平成２３年法律第４０号）及び東

日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法

律の農林水産省関係規定の施行等に関する政令（平成２３年政令第

１３２号。以下「東日本大震災特財令」という。）に定めるものの

ほか、この規則に定めるところにより、法第３条第１項に規定す

る沿岸漁業従事者等（以下「沿岸漁業従事者等」という。）、農

商工等連携促進法第１１条第１項に規定する認定中小企業者（以下

「認定中小企業者」という。）及び六次産業化法第６条第３項に

規定する促進事業者（以下「促進事業者」という。）に対して、

経営等改善資金、生活改善資金及び青年漁業者等養成確保資金

（以下「沿岸漁業改善資金」という。）を貸し付けるものとす

る。

（沿岸漁業改善資金の種類等）

第２条 経営等改善資金の種類及び貸付けの内容並びに貸付金の一

沿岸漁業従事者等、一認定中小企業者及び一促進事業者ごとの限

度額及び償還期間は、次の表のとおりとする。

経営等改善資金の

種類

貸付け

の内容

貸付金

の限度

額

償還期間 経営等改善資金の

種類

貸付け

の内容

貸付金

の限度

額

償還期間

１ 自動操だ装置

その他の操船作

業を省力化する

ための機器、設

省略 省略 ７年以内（据置期間１

年以内を含む。）。た

だし、農商工等連携促

進法第１４条又は六次産

１ 自動操だ装置

その他の操船作

業を省力化する

ための機器、設

省略 省略 ７年以内（据置期間１

年以内を含む。）。た

だし、農商工等連携促

進法第１３条又は六次産

愛 媛 県 報平成２４年１１月２日 第２４１７号
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備又は装置（以

下「機器等」と

いう。）の設置

に必要な資金

業化法第１１条の場合に

あつては９年以内（据

置 期 間３年 以 内 を 含

む。）、バイオ燃料法

第１０条の場合にあつて

は９年以内（据置期間

１年以内を含む。）

備又は装置（以

下「機器等」と

いう。）の設置

に必要な資金

業化法第１１条の場合に

あつては９年以内（据

置 期 間３年 以 内 を 含

む。）、バイオ燃料法

第１０条の場合にあつて

は９年以内（据置期間

１年以内を含む。）

２ 動力式つり機

その他漁ろう作

業を省力化する

ための機器等の

設置に必要な資

金

省略 省略 ７年以内（据置期間１

年以内を含む。）。た

だし、農商工等連携促

進法第１４条又は六次産

業化法第１１条の場合に

あつては９年以内（据

置 期 間３年 以 内 を 含

む。）、バイオ燃料法

第１０条の場合にあつて

は９年以内（据置期間

１年以内を含む。）

２ 動力式つり機

その他漁ろう作

業を省力化する

ための機器等の

設置に必要な資

金

省略 省略 ７年以内（据置期間１

年以内を含む。）。た

だし、農商工等連携促

進法第１３条又は六次産

業化法第１１条の場合に

あつては９年以内（据

置 期 間３年 以 内 を 含

む。）、バイオ燃料法

第１０条の場合にあつて

は９年以内（据置期間

１年以内を含む。）

３ 前２号に規定

する機器等を駆

動し、又は作動

させるための補

機関その他の機

器等の設置に必

要な資金

省略 省略 ７年以内（据置期間１

年以内を含む。）。た

だし、農商工等連携促

進法第１４条又は六次産

業化法第１１条の場合に

あつては９年以内（据

置 期 間３年 以 内 を 含

む。）、バイオ燃料法

第１０条の場合にあつて

は９年以内（据置期間

１年以内を含む。）

３ 前２号に規定

する機器等を駆

動し、又は作動

させるための補

機関その他の機

器等の設置に必

要な資金

省略 省略 ７年以内（据置期間１

年以内を含む。）。た

だし、農商工等連携促

進法第１３条又は六次産

業化法第１１条の場合に

あつては９年以内（据

置 期 間３年 以 内 を 含

む。）、バイオ燃料法

第１０条の場合にあつて

は９年以内（据置期間

１年以内を含む。）

４ 推進機関その

他の漁船に設置

される機器等で

あつて、通常の

型式のもの又は

通常の方式によ

るものと比較し

て燃料油の消費

が節減されるも

のの設置に必要

な資金

省略 省略 ７年以内（据置期間１

年以内を含む。）。た

だし、農商工等連携促

進法第１４条又は六次産

業化法第１１条の場合に

あつては９年以内（据

置 期 間３年 以 内 を 含

む。）、バイオ燃料法

第１０条の場合にあつて

は９年以内（据置期間

１年以内を含む。）

４ 推進機関その

他の漁船に設置

される機器等で

あつて、通常の

型式のもの又は

通常の方式によ

るものと比較し

て燃料油の消費

が節減されるも

のの設置に必要

な資金

省略 省略 ７年以内（据置期間１

年以内を含む。）。た

だし、農商工等連携促

進法第１３条又は六次産

業化法第１１条の場合に

あつては９年以内（据

置 期 間３年 以 内 を 含

む。）、バイオ燃料法

第１０条の場合にあつて

は９年以内（据置期間

１年以内を含む。）

５ 農林水産大臣

が定める基準に

基づき、農林水

産大臣が定める

種類に属する水

産動植物の養殖

の 技 術（以 下

「養殖技術」と

いう。）又は農

林水産大臣が定

める養殖技術を

導入する場合に

省略 省略 ４年以内（据置期間２

年以内を含む。）。た

だし、農商工等連携促

進法第１４条又は六次産

業化法第１１条の場合に

あつては５年以内（据

置 期 間３年 以 内 を 含

む。）、バイオ燃料法

第１０条の場合にあつて

は５年以内（据置期間

２年以内を含む。）

５ 農林水産大臣

が定める基準に

基づき、農林水

産大臣が定める

種類に属する水

産動植物の養殖

の 技 術（以 下

「養殖技術」と

いう。）又は農

林水産大臣が定

める養殖技術を

導入する場合に

省略 省略 ４年以内（据置期間２

年以内を含む。）。た

だし、農商工等連携促

進法第１３条又は六次産

業化法第１１条の場合に

あつては５年以内（据

置 期 間３年 以 内 を 含

む。）、バイオ燃料法

第１０条の場合にあつて

は５年以内（据置期間

２年以内を含む。）

愛 媛 県 報平成２４年１１月２日 第２４１７号

１０００



（愛媛県林業・木材産業改善資金貸付規則の一部改正）

第２条 愛媛県林業・木材産業改善資金貸付規則（平成１５年愛媛県規則第６４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（貸付け）

第１条 県は、この規則の定めるところにより、林業従事者等（林

業・木材産業改善資金助成法（昭和５１年法律第４２号。以下「法」

という。）第３条第１項に規定する林業従事者等をいう。以下同

じ。）、認定中小企業者（中小企業者と農林漁業者との連携によ

る事業活動の促進に関する法律（平成２０年法律第３８号。以下「農

商工等連携促進法」という。）第１２条第１項に規定する認定中小

（貸付け）

第１条 県は、この規則の定めるところにより、林業従事者等（林

業・木材産業改善資金助成法（昭和５１年法律第４２号。以下「法」

という。）第３条第１項に規定する林業従事者等をいう。以下同

じ。）、認定中小企業者（中小企業者と農林漁業者との連携によ

る事業活動の促進に関する法律（平成２０年法律第３８号。以下「農

商工等連携促進法」という。）第１１条第１項に規定する認定中小

おいて、当該養

殖技術により水

産動植物の養殖

を行うのに必要

な資金

おいて、当該養

殖技術により水

産動植物の養殖

を行うのに必要

な資金

６ 農林水産大臣

が定める基準に

基づき、水産資

源の管理に関す

る取決めを締結

して水産資源を

合理的かつ総合

的に利用する漁

業生産方式の導

入（当該漁業生

産方式の導入と

併せ行う水産物

の合理的な加工

方式の導入を含

む。）を行うた

めに必要な機器

等の購入又は設

置に必要な資金

省略 省略 １０年以内（据置期間３

年以内を含む。）。た

だし、農商工等連携促

進法第１４条又は六次産

業化法第１１条の場合に

あつては１２年以内（据

置 期 間５年 以 内 を 含

む。）、バイオ燃料法

第１０条の場合にあつて

は１２年以内（据置期間

３年以内を含む。）

６ 農林水産大臣

が定める基準に

基づき、水産資

源の管理に関す

る取決めを締結

して水産資源を

合理的かつ総合

的に利用する漁

業生産方式の導

入（当該漁業生

産方式の導入と

併せ行う水産物

の合理的な加工

方式の導入を含

む。）を行うた

めに必要な機器

等の購入又は設

置に必要な資金

省略 省略 １０年以内（据置期間３

年以内を含む。）。た

だし、農商工等連携促

進法第１３条又は六次産

業化法第１１条の場合に

あつては１２年以内（据

置 期 間５年 以 内 を 含

む。）、バイオ燃料法

第１０条の場合にあつて

は１２年以内（据置期間

３年以内を含む。）

７ 農林水産大臣

が定める基準に

基づき、漁場の

保全に関する取

決めを締結して

養殖業の生産行

程を総合的に改

善する漁業生産

方式の導入を行

うために必要な

機器等（資材を

含む。）の購入

又は設置に必要

な資金

省略 省略 １０年以内（据置期間３

年以内を含む。）。た

だし、農商工等連携促

進法第１４条又は六次産

業化法第１１条の場合に

あつては１２年以内（据

置 期 間５年 以 内 を 含

む。）、バイオ燃料法

第１０条の場合にあつて

は１２年以内（据置期間

３年以内を含む。）

７ 農林水産大臣

が定める基準に

基づき、漁場の

保全に関する取

決めを締結して

養殖業の生産行

程を総合的に改

善する漁業生産

方式の導入を行

うために必要な

機器等（資材を

含む。）の購入

又は設置に必要

な資金

省略 省略 １０年以内（据置期間３

年以内を含む。）。た

だし、農商工等連携促

進法第１３条又は六次産

業化法第１１条の場合に

あつては１２年以内（据

置 期 間５年 以 内 を 含

む。）、バイオ燃料法

第１０条の場合にあつて

は１２年以内（据置期間

３年以内を含む。）

８～１３ 省略 ８～１３ 省略

２～４ 省略 ２～４ 省略

愛 媛 県 報平成２４年１１月２日 第２４１７号
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告 示
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�愛媛県告示第１３０８号
自衛隊法施行令（昭和２９年政令第１７９号）第１１４条及び第１１８条の

規定に基づき、陸上自衛隊、海上自衛隊及び航空自衛隊の自衛官候

補生の募集期間を次のとおり告示する。

平成２４年１１月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 男子（平成２４年度３・４月採用分（追加募集））

平成２４年１１月２日（金）から

１１月２６日（月）まで

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県告示第１３０９号
自衛隊法施行令（昭和２９年政令第１７９号）第１１７条第１項及び第１１８条の規定に基づき、陸上自衛隊、海上自衛隊及び航空自衛隊の自衛官

候補生の採用試験の試験期日、試験場の位置及び名称並びに担当区域を次のとおり定める。

平成２４年１１月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３１０号
身体障害者福祉法施行令（昭和２５年政令第７８号）第３条第２項の規定により、次のように指定医師の辞退の届出があった。

平成２４年１１月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

企業者をいう。以下同じ。）及び促進事業者（地域資源を活用し

た農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利

用促進に関する法律（平成２２年法律第６７号。以下「六次産業化

法」という。）第６条第３項に規定する促進事業者をいう。以下

同じ。）に対し、予算の範囲内において、林業・木材産業改善資

金を貸し付けるものとする。

２ 省略

（貸付限度額並びに償還の期間及び方法）

第２条 省略

２ 貸付金の償還期間及び据置期間は、次の表のとおりとする。

企業者をいう。以下同じ。）及び促進事業者（地域資源を活用し

た農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利

用促進に関する法律（平成２２年法律第６７号。以下「六次産業化

法」という。）第６条第３項に規定する促進事業者をいう。以下

同じ。）に対し、予算の範囲内において、林業・木材産業改善資

金を貸し付けるものとする。

２ 省略

（貸付限度額並びに償還の期間及び方法）

第２条 省略

２ 貸付金の償還期間及び据置期間は、次の表のとおりとする。

貸付金の区分 償還期間 据置期間 貸付金の区分 償還期間 据置期間

１・２ 省略 １・２ 省略

３ 農商工等連携促進法第１３条第２

項に規定する資金

省略 ３ 農商工等連携促進法第１２条第２

項に規定する資金

省略

４～７ 省略 ４～７ 省略

３ 省略

（県貸付金の貸付けの手続等）

第１４条 省略

２・３ 省略

４ 第１条第２項の貸付けに係る資金（以下「県貸付金」とい

う。）の償還期間は、１６年（４年（農商工等連携促進法第１３条第

２項又は六次産業化法第１０条第２項に規定する資金に係る県貸付

金にあっては、６年）以内の据置期間を含む。）以内とする。

５～９ 省略

３ 省略

（県貸付金の貸付けの手続等）

第１４条 省略

２・３ 省略

４ 第１条第２項の貸付けに係る資金（以下「県貸付金」とい

う。）の償還期間は、１６年（４年（農商工等連携促進法第１２条第

２項又は六次産業化法第１０条第２項に規定する資金に係る県貸付

金にあっては、６年）以内の据置期間を含む。）以内とする。

５～９ 省略

試 験 期 日 試 験 場 の 位 置 試 験 場 の 名 称 担 当 区 域

（男子）

平成２４年１２月１日（土）
松山市南梅本町乙１１５番地 陸上自衛隊松山駐屯地 県内全域

愛 媛 県 報平成２４年１１月２日 第２４１７号

１００２



��������������

�������
�愛媛県告示第１３１１号
次の県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第１１３条の２第３項の規定により公告する。

平成２４年１１月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３１２号
愛媛県建設工事請負業者選定要領（昭和３９年７月愛媛県告示第６０７号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の愛媛県建設工事請負業者選定要領様式第１号の規定は、平成２５年度以降の格付けに係る建設工事入札参加資格審査申請について

適用し、平成２４年度の格付けに係る建設工事入札参加資格審査申請については、なお従前の例による。

平成２４年１１月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

様式第１号を次のように改める。

診断した身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 届出年月日

肢体不自由・音声、言語機能障
害 脳神経外科 医療法人綮愛会石川

病院 田 村 哲 也 四国中央市上分町７３２番地１ 平成
２４年９月３０日

肢体不自由・ぼうこう又は直腸
機能障害

外科・整形外
科

医療法人社団久和会
立花病院 山 本 真 理 新居浜市喜光地１丁目１３番２９号 平成

２４年１０月１１日

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

ため池等整備事業 佐島竹浦地区 平成２２年８月３０日

愛 媛 県 報平成２４年１１月２日 第２４１７号

１００３



様式第１号（第３条関係） 建設工事入札参加資格審査申請書

愛 媛 県 報平成２４年１１月２日 第２４１７号

１００４



愛 媛 県 報平成２４年１１月２日 第２４１７号

１００５



愛 媛 県 報平成２４年１１月２日 第２４１７号

１００６



愛 媛 県 報平成２４年１１月２日 第２４１７号

１００７



愛 媛 県 報平成２４年１１月２日 第２４１７号

１００８



愛 媛 県 報平成２４年１１月２日 第２４１７号
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�愛媛県告示第１３１３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

神戸・橘一部土地改良区から次のとおり役員が就任した旨の届出が

あった。

平成２４年１１月２日

愛媛県東予地方局長 俊 野 健 治

就 任

�������
�愛媛県告示第１３１４号
道前平野土地改良区から認可申請のあった新たな土地改良事業

（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・新池地区）の施行は、

適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８

条第９項において準用する同法第８条第６項の規定により、次のと

おり関係書類を縦覧に供する。

平成２４年１１月２日

愛媛県東予地方局長 俊 野 健 治

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

新池地区）計画書の写し

� 道前平野土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成２４年１１月５日から１２月３日まで

３ 縦覧場所

西条市役所東予総合支所

�愛媛県告示第１３１５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年１１月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３１６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年１１月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３１７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年１１月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

役員の種類 氏 名 住 所

監 事 伊 藤 龍 二 西条市中野甲１５１７番地第２

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 宇和島下波津島線
宇和島市津島町北灘甲４７３－６から

同町北灘甲４４３－１１まで

旧 ４．９～１４．３ ０．２２５

新 ４．９～１４．３ ０．２２５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 宇和島下波津島線
宇和島市津島町北灘甲４７１－２３から

同町北灘甲４７０－１４まで
平成２４年１１月２日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 串内子線
喜多郡内子町内子３９２７番２から

同町内子３８４６番まで
平成２４年１１月２日

愛 媛 県 報平成２４年１１月２日 第２４１７号

１０１０



訓 令

�愛媛県訓令第１５号
庁中一般

愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２４年１１月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令

愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第４（第４条関係）

知事の権限に属する県民環境部関係事務に係る特定決裁事項

別表第４（第４条関係）

知事の権限に属する県民環境部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

環

境

政

策

課

１～４

省略

環

境

政

策

課

１～４

省略

５ 環

境教

育等

によ

る環

境保

全の

取組

の促

進に

関す

る法

律の

施行

に関

する

事務

１～４ 省略 ５ 環

境教

育等

によ

る環

境保

全の

取組

の促

進に

関す

る法

律の

施行

に関

する

事務

１～４ 省略

５ 体験の機会の場に関するこ

と。

� 認定（第２０条第１項、第６

項、第７項、第２０条の３第１

項）

○

� 教育委員会との協議（第２０

条第５項）

○

� 変更又は提供を行わなくな

つた場合の届出の受理（第２０

条第８項）

○

� 認定の有効期間の更新（第

２０条の２第２項）

○

� 運営の状況の報告の受理

（第２０条の４第１項）

○

� 報告の徴収等（第２０条の４

第２項）

○

� 認 定 の 取 消 し（第２０条 の

６）

○

６ 省略 ５ 省略

７ 国民、民間団体等による協定

に関すること。

� 届出の受理及び公表（第２１

条の５第１項、第２項）

○

� 主務大臣に対する確認要請

（第２１条の５第３項）

○

� 助言又は指導（第２１条の５

第５項）

○
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公 告

�公 告

平成２５年度及び平成２６年度において県が発注する建設工事に係る

競争入札又は随意契約の見積り（以下「競争入札等」という。）に

加わろうとする者に必要な資格（以下「資格」という。）並びにそ

の審査の申請（以下「申請」という。）の時期及び方法等を、次の

とおり定めた。

平成２４年１１月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 工事種別

� 土木一式工事

� 建築一式工事

� 大工工事

� 左官工事

� とび・土工・コンクリート工事

� 石工事

� 屋根工事

� 電気工事

	 管工事


 タイル・れんが・ブロック工事

� 鋼構造物工事

� 鉄筋工事

 舗装工事

� しゅんせつ工事

� 板金工事

� ガラス工事

� 塗装工事

� 防水工事

� 内装仕上工事

� 機械器具設置工事

� 熱絶縁工事

� 電気通信工事

� 造園工事

� さく井工事

� 建具工事

� 水道施設工事

� 消防施設工事

� 清掃施設工事

２ 建設工事に係る競争入札等に加わることができない者

� 当該競争入札等に係る契約を締結する能力を有しない者及び

破産者で復権を得ない者

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２

項（同令第１６７条の１１第１項において準用する場合を含む。）

の規定により県の入札に参加させないこととされている者

３ 資格

� 競争入札等に加わることができる者は、次のいずれかに該当

する者とする。

ア 愛媛県建設工事請負業者選定要領（昭和３９年７月愛媛県告

示第６０７号。以下「業者選定要領」という。）第２条の規定

による等級別格付け（以下「格付け」という。）をされた者

イ 愛媛県建設工事共同企業体事務取扱要綱（平成６年１１月愛

媛県告示第１２７５号。以下「共同企業体要綱」という。）第１２

条第２項において例によることとされる業者選定要領の規定

による格付けをされた経常建設共同企業体

ウ 共同企業体要綱第５条から第９条までに定める資格要件を

満たすものとして、共同企業体要綱第１１条第２項の通知を受

けた特定建設工事共同企業体（特定建設工事共同企業体が加

わることができる競争入札等の場合に限る。）

� �の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する者は、資格
を有しないものとする。

ア 営業に必要な許可、認可等を得ていない者

イ 資格審査を申請する日前２年間において、振り出した手形

又は小切手が不渡りとなり、銀行当座取引を停止されている

者

４ 申請の時期

平成２４年１１月１２日（月）から１２月１９日（水）までの執務時間中

（午前８時３０分から午後５時１５分まで）とする。

なお、その後も、随時申請を受け付けるが、この場合には、競

争入札等に間に合わないことがある。

また、特定建設工事共同企業体に係る申請は、共同企業体要綱

第１０条の規定による特定建設工事共同企業体による競争入札の公

告の日以後に受け付ける。

５ 申請書類の請求先、提出先及び提出方法

� 請求先

県のホームページのえひめの土木

（ http://www.pref.ehime.jp/070doboku/020gijutsukikak

/00005739041124/index.htm）からダウンロードするか、又

は別表の提出先に請求する。

� 提出先及び提出方法

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

� 変更又は廃止の届出の受理

（環境教育等による環境保全

の取組の促進に関する法律施

行規則第１９条）

○

８ 省略 ６ 省略

６～３１

省略

６～３１

省略
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別表の提出先に持参して提出するものとする。

� �及び�の規定にかかわらず、特定建設工事共同企業体に係
る申請書類の請求先及び提出先は、共同企業体要綱第１０条の規

定による特定建設工事共同企業体による競争入札の公告に定め

るところによる。

６ 申請書類の作成に用いる言語及び通貨

� 申請書類の作成に用いる言語は、原則として、日本語とする

こと。

� 申請書類のうち、外国語で記載したものは、日本語の訳文を

付記し、又は添付すること。

� 申請書類の金額欄については、外国の通貨単位によらず、出

納官吏事務規程（昭和２２年大蔵省令第９５号）第１６条に規定する

外国貨幣換算率により日本国通貨に換算して記載すること。

７ 特定調達契約に係る競争入札等に加わろうとする者の取扱い

� 特定調達契約（愛媛県の物品等又は特定役務の調達手続の特

例を定める規則（平成７年愛媛県規則第６９号）第１条に規定す

る特定調達契約をいう。以下同じ。）に係る競争入札等に加わ

ろうとする者は、申請書類を提出する際に、特定調達契約に係

る競争入札等参加表明書（様式第１号。以下「参加表明書」と

いう。）を提出すること。ただし、申請書類を提出した後にお

いて、特定調達契約に係る競争入札等に加わろうとするときは、

随時、参加表明書のみを提出すること。

� 参加表明書を提出した者には、資格の審査結果を特定調達契

約に係る競争入札等参加資格審査結果通知書（様式第２号）に

より通知する。

８ 資格の効力

資格は、平成２５年度及び平成２６年度の建設工事に係る競争入札

等について効力を有する。ただし、特定建設工事共同企業体に係

る資格は、当該特定建設工事共同企業体を結成して加わろうとす

る競争入札等について効力を有する。

９ 平成２７年度及び平成２８年度の資格審査

平成２７年度及び平成２８年度の建設工事に係る競争入札等に加わ

ろうとする者の資格については、平成２６年１０月に公示を行う予定

であるので、当該公示に基づき申請書類を提出すること。

１０ 問合せ先

愛媛県土木部管理局土木管理課建設業係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９１２―２６４４
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別表（５関係）

申 請 書 類 の 提 出 先 申 請 者 の 所 在 地

愛媛県土木部管理局土木管理課
〒７９０－８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
電話番号 ０８９－９１２－２６４４

県外及び測量・建設コンサル
タント等

愛媛県東予地方局四国中央土木事務所用地管理課
〒７９９－０４０４
四国中央市三島宮川四丁目６番５３号
電話番号 ０８９６－２４－４４５５（内線２５５）

四国中央市

愛媛県東予地方局建設部管理課
〒７９３－００４２
西条市喜多川７９６番地１
電話番号 ０８９７－５６－１３００（内線４０７）

新居浜市及び西条市

愛媛県東予地方局今治土木事務所管理課
〒７９４－８５０２
今治市旭町一丁目４番地９
電話番号 ０８９８－２３－２５００（内線２６２）

今治市及び越智郡

愛媛県中予地方局建設部管理課
〒７９０－８５０２
松山市北持田町１３２番地
電話番号 ０８９－９４１－１１１１（内線４１７）

松山市、伊予市、東温市及び
伊予郡

愛媛県中予地方局久万高原土木事務所用地管理課
〒７９１－１２０１
上浮穴郡久万高原町久万５７１番地１
電話番号 ０８９２－２１－１２１０（内線４１５）

上浮穴郡

愛媛県南予地方局大洲土木事務所事業管理課
〒７９５－８５０４
大洲市田口甲４２５番地１
電話番号 ０８９３－２４－５１２１（内線３０６）

大洲市及び喜多郡

愛媛県南予地方局八幡浜土木事務所管理課
〒７９６－００４８
八幡浜市北浜一丁目３番３７号
電話番号 ０８９４－２２－４１１１（内線４０６）

八幡浜市及び西宇和郡

愛媛県南予地方局西予土木事務所事業管理課
〒７９７－００１５
西予市宇和町卯之町四丁目４４５番地
電話番号 ０８９４－６２－１３３１（内線２８２）

西予市

愛媛県南予地方局建設部管理課
〒７９８－８５１１
宇和島市天神町７番１号
電話番号 ０８９５－２２－５２１１（内線４０７）

宇和島市及び北宇和郡

愛媛県南予地方局愛南土木事務所用地管理課
〒７９８－４１９４
南宇和郡愛南町御荘平城３０４８
電話番号 ０８９５－７２－１１４５（内線２３３）

南宇和郡
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様式第１号（７関係） 特定調達契約に係る競争入札等参加表明書

特定調達契約に係る競争入札等参加表明書

年 月 日

愛媛県知事 様

郵便番号 □□□―□□□□

主たる営業所の所在地

商号又は名称

代表者又は個人の氏名 �

電話 （ ） － 番

参加を希望する工事種別

愛 媛 県 報平成２４年１１月２日 第２４１７号
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様式第２号（７関係） 特定調達契約に係る競争入札等参加資格審査結果通知書

特定調達契約に係る競争入札等参加資格審査結果通知書

第 号

年 月 日

商号又は名称

代表者又は個人の氏名 様

愛媛県知事 �

１ 資格の有無

工 事 種 別 資 格 の 有 無

２ 有効期間 年 月 日から 年 月 日まで
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監 査 公 表

�公 告

採石業務管理者試験の合格者の発表について

平成２４年１０月１２日に実施した採石業務管理者試験の合格者は、次

のとおりである。

平成２４年１１月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公表第１４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成２４年１１月２日

愛媛県監査委員 岸 新

同 住 田 省 三

同 笹 岡 博 之

同 佐 伯 滿 孝

受験番号 受験番号 受験番号 受験番号

３ ４ ９ １４

１５

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

総 務 管 理 課 平成２４年８月２１日

人 事 課 平成２４年８月２１日

市 町 振 興 課 平成２４年８月２１日

私 学 文 書 課 平成２４年８月２１日

財 政 課 平成２４年８月２３日

行 革 分 権 課 平成２４年８月１７日

税 務 課 平成２４年８月１７日

総 合 政 策 課 平成２４年８月２４日

秘 書 課 平成２４年８月２４日

広 報 広 聴 課 平成２４年８月２４日

統 計 課 平成２４年８月２４日

地 域 政 策 課 平成２４年８月２９日

交 通 対 策 課 平成２４年８月２９日

情 報 政 策 課 平成２４年８月２９日

文 化 ・ ス ポ ー ツ 振 興 課 平成２４年８月２９日

国 体 準 備 課 平成２４年８月２３日

県 民 生 活 課 平成２４年８月２２日

男 女 参 画 課 平成２４年８月２２日

県 民 活 動 推 進 課 平成２４年８月２９日

人 権 対 策 課 平成２４年８月２２日

消 防 防 災 安 全 課 平成２４年８月２２日

危 機 管 理 課 平成２４年８月２２日

原 子 力 安 全 対 策 課 平成２４年８月２２日

環 境 政 策 課 平成２４年８月２８日

循 環 型 社 会 推 進 課 平成２４年８月２８日

自 然 保 護 課 平成２４年８月２８日

保 健 福 祉 課 平成２４年８月１０日

医 療 対 策 課 平成２４年８月１０日

健 康 増 進 課 平成２４年８月１７日

薬 務 衛 生 課 平成２４年８月１７日

子 育 て 支 援 課 平成２４年８月１０日

障 害 福 祉 課 平成２４年８月１０日

長 寿 介 護 課 平成２４年８月２３日

産 業 政 策 課 平成２４年８月２３日

立 地 推 進 課 平成２４年８月２４日

観 光 物 産 課 平成２４年８月２４日

国 際 交 流 課 平成２４年８月２４日

労 政 雇 用 課 平成２４年８月２３日

産 業 創 出 課 平成２４年８月２８日

経 営 支 援 課 平成２４年８月２８日

土 木 管 理 課 平成２４年８月６日

用 地 課 平成２４年８月６日

河 川 課 平成２４年８月９日

水 資 源 対 策 課 平成２４年８月９日

港 湾 海 岸 課 平成２４年８月９日

砂 防 課 平成２４年８月９日

道 路 建 設 課 平成２４年８月６日

道 路 維 持 課 平成２４年８月６日

都 市 計 画 課 平成２４年８月６日

都 市 整 備 課 平成２４年８月９日

建 築 住 宅 課 平成２４年８月９日

出 納 局 平成２４年８月３０日

人 事 委 員 会 事 務 局 平成２４年８月３０日

議 会 事 務 局 平成２４年８月３１日

監 査 事 務 局 平成２４年８月３１日

教 育 総 務 課 平成２４年８月２９日

生 涯 学 習 課 平成２４年８月２９日

文 化 財 保 護 課 平成２４年８月３０日

保 健 体 育 課 平成２４年８月３０日

義 務 教 育 課 平成２４年８月３１日

高 校 教 育 課 平成２４年８月３１日

人 権 教 育 課 平成２４年８月３１日

特 別 支 援 教 育 課 平成２４年８月３１日

労 働 委 員 会 事 務 局 平成２４年８月３０日

警 察 本 部 平成２４年９月３日

（監査の結果）

平成２３年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 収入未済の代執行費用徴収金について、適切に債権管理されたい。
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調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１７年度 ６者 ５７，３９３，１８３ 平成２４年５月
３１日現在

（循環型社会推進課）

２ 生活安定資金貸付金償還金について、収入未済額の縮減に、引き続

き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ０ ４８，４８３，８８０ ４８，４８３，８８０

２２年度 ０ ４８，９８３，０００ ４８，９８３，０００ 平成２４年５月３１日現在

差引増減 ０ △４９９，１２０ △４９９，１２０

（保健福祉課）

３ 収入未済の低所得世帯子弟就学奨励補助金返納金について、適切に

債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１１年度及び１２年度 １者 ８３，０００ 平成２４年５月
３１日現在

（保健福祉課）

４ 収入未済の医療技術大学授業料について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１５年度 １者 １８９，６００ 平成２４年５月
３１日現在

（保健福祉課）

５ 看護職員修学資金貸付金償還金について、納期限内の収入確保に努

めるとともに、収入未済金を適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２２年度及び２３年度 ２者 ８５８，０００ 平成２４年５月
３１日現在

（医療対策課）

６ 児童扶養手当返還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の

縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 １２５，１６０ ２，３１７，６７０ ２，４４２，８３０

２２年度 １２５，１６０ ４，１０８，９６０ ４，２３４，１２０ 平成２４年５月３１日現在

差引増減 ０ △１，７９１，２９０ △１，７９１，２９０

（子育て支援課）

７ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金償還

金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努めら

れたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 １８，８８５，４２７ １９５，３２３，８０９ ２１４，２０９，２３６

２２年度 ２０，９８８，５８１ １７９，０６５，１０２ ２００，０５３，６８３ 平成２４年５月３１日現在

差引増減 △２，１０３，１５４ １６，２５８，７０７ １４，１５５，５５３

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ８９５，８５４ １９，７８０，４２１ ２０，６７６，２７５

２２年度 １，１７５，４００ １９，１１６，３１０ ２０，２９１，７１０ 平成２４年５月３１日現在

差引増減 △２７９，５４６ ６６４，１１１ ３８４，５６５

（子育て支援課）

８ 収入未済の心身障害者扶養共済年金過払金について、適切に債権管

理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１９年度及び２０年度 １者 ３４０，０００ 平成２４年５月
３１日現在

（障害福祉課）

９ 収入未済の企業立地促進事業費補助金返還金について、適切に債権

管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１９年度 １者 ３４，７９６，０００ 平成２４年５月
３１日現在

（立地推進課）

１０ 収入未済の地域改善対策職業訓練受講資金等貸付金償還金について、

適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１２年度～１８年度 ２者 １１３，１００ 平成２４年５月
３１日現在

（労政雇用課）

１１ 中小企業振興資金特別会計における高度化資金貸付金償還金、繊維

工業構造改善資金貸付金償還金、設備近代化資金貸付金償還金及び施

設共同化資金貸付金償還金について、収入未済額の縮減に、引き続き

努められたい。

（高度化資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ０ ９５８，９４２，５３０ ９５８，９４２，５３０
平成２４年
５月３１日
現在

２２年度 ０ １，０６３，８４６，０００ １，０６３，８４６，０００

差引増減 ０ △１０４，９０３，４７０ △１０４，９０３，４７０

（繊維工業構造改善資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ０ ２０６，８６８，９３３ ２０６，８６８，９３３
平成２４年
５月３１日
現在

２２年度 ０ ２０８，２２５，１３０ ２０８，２２５，１３０

差引増減 ０ △１，３５６，１９７ △１，３５６，１９７

（設備近代化資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ０ ５，３８０，０００ ５，３８０，０００
平成２４年
５月３１日
現在

２２年度 ０ ３１，７５８，９９８ ３１，７５８，９９８

差引増減 ０ △２６，３７８，９９８ △２６，３７８，９９８

（施設共同化資金貸付金償還金）
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区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ０ ９，３２２，７７９ ９，３２２，７７９
平成２４年
５月３１日
現在

２２年度 ０ ９，３２２，７７９ ９，３２２，７７９

差引増減 ０ ０ ０

（経営支援課）

１２ 代執行費用徴収金について、納期限内の収入確保に努めるとともに、

収入未済金を適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２３年度 ２者 ３，７３９，２９９ 平成２４年５月
３１日現在

（用地課）

１３ 住宅貸付損害金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減

に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 １，３５３，４１０ ３３，５２２，２１３ ３４，８７５，６２３

２２年度 ４，１５８，７０８ ２９，３６３，５０５ ３３，５２２，２１３ 平成２４年５月３１日現在

差引増減 △２，８０５，２９８ ４，１５８，７０８ １，３５３，４１０

（建築住宅課）

１４ 奨学資金特別会計における奨学資金貸付金償還金について、納期限

内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ３８，１１６，０００ ４３，５５６，４００ ８１，６７２，４００

２２年度 ３０，８８２，０００ ２７，４５１，４００ ５８，３３３，４００ 平成２４年５月３１日現在

差引増減 ７，２３４，０００ １６，１０５，０００ ２３，３３９，０００

（教育総務課）

１５ 地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還金について、納期限

内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ５１，１９４，３９５ ３７８，７７９，７６７ ４２９，９７４，１６２

２２年度 ５５，２２９，２２６ ３３１，２２８，２０９ ３８６，４５７，４３５ 平成２４年５月３１日現在

差引増減 △４，０３４，８３１ ４７，５５１，５５８ ４３，５１６，７２７

（人権教育課）

１６ 放置違反金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ５，１１５，０００ １３，０３９，７６３ １８，１５４，７６３

２２年度 ５，８９４，０００ １７，１６５，７６３ ２３，０５９，７６３ 平成２４年５月３１日現在

差引増減 △７７９，０００ △４，１２６，０００ △４，９０５，０００

（警察本部）

１７ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１７年度及び１９年度 ２者 ９１９，０００ 平成２４年５月
３１日現在

（警察本部）

１８ 延滞金（放置違反金に伴うもの。）について、納期限内の収入確保

と収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 １，３２９，３００ ２，１６２，０００ ３，４９１，３００

２２年度 １，３０２，６００ １，２４８，３００ ２，５５０，９００ 平成２４年５月３１日現在

差引増減 ２６，７００ ９１３，７００ ９４０，４００

（警察本部）

１９ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（７件）し、相手方

への被害並びに当該車両及び相手車両等の毀損があった。

（警察本部）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局

総 務 企 画 部 平成２４年７月２３日、
平成２４年７月２４日

健 康 福 祉 環 境 部 平成２４年７月２３日

四 国 中 央 保 健 所 平成２４年７月２３日

建 設 部 平成２４年７月２４日

四 国 中 央 土 木 事 務 所 平成２４年７月２４日

今 治 土 木 事 務 所 平成２４年７月２３日

鹿 森 ダ ム 管 理 事 務 所 平成２４年７月２４日

黒 瀬 ダ ム 管 理 事 務 所 平成２４年７月２４日

玉 川 ダ ム 管 理 事 務 所 平成２４年７月２３日

台 ダ ム 管 理 事 務 所 平成２４年７月２３日

出 納 室 平成２４年７月２３日

（監査の結果）

平成２３年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努

められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ４６８，４５５，７１２ ９９３，８９３，８６１ １，４６２，３４９，５７３
平成２４年
５月３１日
現在

２２年度 ５７４，８７９，８０４ ８０８，５４７，７２８ １，３８３，４２７，５３２

差引増減 △１０６，４２４，０９２ １８５，３４６，１３３ ７８，９２２，０４１

（総務企画部）

２ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ６４，４８５ ２３６，０２０ ３００，５０５

２２年度 ３６，０００ ２００，０２０ ２３６，０２０ 平成２４年５月３１日現在
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差引増減 ２８，４８５ ３６，０００ ６４，４８５

（健康福祉環境部）

３ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金償還

金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層努

められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ６，７６３，５４６ １３，７２８，０７４ ２０，４９１，６２０

２２年度 ６，１６７，３６１ ９，６７０，２０９ １５，８３７，５７０ 平成２４年５月３１日現在

差引増減 ５９６，１８５ ４，０５７，８６５ ４，６５４，０５０

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ３２３，６４４ ８４８，７６８ １，１７２，４１２

２２年度 ２４６，８９６ ６５４，１７３ ９０１，０６９ 平成２４年５月３１日現在

差引増減 ７６，７４８ １９４，５９５ ２７１，３４３

（健康福祉環境部）

４ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ５，９８０，５００ ５，５１９，９００ １１，５００，４００

２２年度 ２，３０６，２００ ４，７３３，７００ ７，０３９，９００ 平成２４年５月３１日現在

差引増減 ３，６７４，３００ ７８６，２００ ４，４６０，５００

（建設部）

５ 県営住宅について、入居者に対する家賃の過大徴収や敷金の返還漏

れがあったほか、修繕で未払いのものがあったので、適正な事務執行

に万全を期するとともに、再発防止策を確実に実施されたい。

（建設部）

６ 収入未済の前払金余剰額に対する利息（工事請負契約の解除に伴う

もの。）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債 務 者 収入未済額（円） 備 考

１９年度 １者 １１５，６８８ 平成２４年５月
３１日現在

（建設部）

７ 行政財産使用料（１件１，５００円）が未調定となっていた。

（四国中央土木事務所）

８ 職員の不注意により公用車による事故が発生（１件）し、当該車両

の廃車があった。 （四国中央土木事務所）

９ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ６１６，３００ ３，５８０，４００ ４，１９６，７００

２２年度 ４６０，５００ ３，７０４，８００ ４，１６５，３００ 平成２４年５月３１日現在

差引増減 １５５，８００ △１２４，４００ ３１，４００

（今治土木事務所）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局

総 務 企 画 部 平成２４年７月１１日

健 康 福 祉 環 境 部 平成２４年７月１１日

建 設 部 平成２４年７月１１日

久 万 高 原 土 木 事 務 所 平成２４年７月１１日

出 納 室 平成２４年７月１１日

（監査の結果）

平成２３年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続

き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ５９６，１１２，２４９ １，６０９，４８５，６８０ ２，２０５，５９７，９２９
平成２４年
５月３１日
現在

２２年度 ８１２，６８５，６６６ １，６３６，９９９，３０６ ２，４４９，６８４，９７２

差引増減 △２１６，５７３，４１７ △２７，５１３，６２６ △２４４，０８７，０４３

（総務企画部）

２ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 １，７７８，３１９ ２，５２８，４２２ ４，３０６，７４１

２２年度 ２，２４８，３８６ １，２４０，０３６ ３，４８８，４２２ 平成２４年５月３１日現在

差引増減 △４７０，０６７ １，２８８，３８６ ８１８，３１９

（健康福祉環境部）

３ 生活保護費戻入金について、地方自治法施行令第１７１条等に基づく

督促をしていないものがあった。 （健康福祉環境部）

４ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金償還

金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続き努

められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 １，１２１，８０１ ４，５０１，４７７ ５，６２３，２７８

２２年度 １，２４５，４２０ ４，５６６，０２６ ５，８１１，４４６ 平成２４年５月３１日現在

差引増減 △１２３，６１９ △６４，５４９ △１８８，１６８

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 １１６，６６２ １，５６７，７６４ １，６８４，４２６

２２年度 １６，６６６ １，６２１，２６４ １，６３７，９３０ 平成２４年５月３１日現在

差引増減 ９９，９９６ △５３，５００ ４６，４９６

（健康福祉環境部）

５ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。
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区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ９，０５０，６００ ４６，４０８，６７０ ５５，４５９，２７０

２２年度 １０，４３０，１００ ４８，６４２，９９０ ５９，０７３，０９０ 平成２４年５月３１日現在

差引増減 △１，３７９，５００ △２，２３４，３２０ △３，６１３，８２０

（建設部）

６ 収入未済の違約金（工事請負契約に伴うもの。）について、適切に

債権管理されたい。

調定年度 債 務 者 収入未済額（円） 備 考

１９年度 ２者 ９０，７９６ 平成２４年５月
３１日現在

（建設部）

７ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債 務 者 収入未済額（円） 備 考

１９年度 １者 ２３８，０００ 平成２４年５月
３１日現在

（建設部）

８ 収入未済の前払金余剰額に対する利息（工事請負契約の解除に伴う

もの。）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債 務 者 収入未済額（円） 備 考

１９年度、２１年度
及び２２年度 ３者 １００，８３２ 平成２４年５月

３１日現在

（建設部）

９ 道路占用料（過小徴収金に伴うもの。）について、納期限内の収入

確保に努めるとともに、収入未済金を適切に債権管理されたい。

調定年度 債 務 者 収入未済額（円） 備 考

２３年度 １者 ５４０ 平成２４年５月
３１日現在

（建設部）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局

総 務 企 画 部 平成２４年７月１８日、
平成２４年７月１９日

健 康 福 祉 環 境 部 平成２４年７月１８日、
平成２４年７月１９日

建 設 部 平成２４年７月１８日

大 洲 土 木 事 務 所 平成２４年７月１９日

八 幡 浜 土 木 事 務 所 平成２４年７月１９日

西 予 土 木 事 務 所 平成２４年７月１９日

愛 南 土 木 事 務 所 平成２４年７月１８日

須 賀 川 ダ ム 管 理 事 務 所 平成２４年７月１８日

山 財 ダ ム 管 理 事 務 所 平成２４年７月１８日

出 納 室 平成２４年７月１８日

（監査の結果）

平成２３年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続

き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 １１１，６６９，９９３ ３２９，１６０，８１０ ４４０，８３０，８０３
平成２４年
５月３１日
現在

２２年度 １４２，７７８，４０８ ３５５，９９２，２９０ ４９８，７７０，６９８

差引増減 △３１，１０８，４１５ △２６，８３１，４８０ △５７，９３９，８９５

（総務企画部）

２ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 １，６３６，５１４ ７，０５７，７５１ ８，６９４，２６５

２２年度 ８８８，４０２ ６，７７９，６８３ ７，６６８，０８５ 平成２４年５月３１日現在

差引増減 ７４８，１１２ ２７８，０６８ １，０２６，１８０

（健康福祉環境部（地域福祉課））

３ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金償還

金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層努

められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ４，３３２，８３９ ７，５３９，６５２ １１，８７２，４９１

２２年度 ３，６７１，９４４ ５，４７８，２５３ ９，１５０，１９７ 平成２４年５月３１日現在

差引増減 ６６０，８９５ ２，０６１，３９９ ２，７２２，２９４

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ３０１，１９０ １，７９４，１６１ ２，０９５，３５１

２２年度 ２５６，６５６ １，６６５，１９６ １，９２１，８５２ 平成２４年５月３１日現在

差引増減 ４４，５３４ １２８，９６５ １７３，４９９

（健康福祉環境部）

４ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 １３２，０００ ５４７，０００ ６７９，０００

２２年度 １０１，０００ ５７６，０８２ ６７７，０８２ 平成２４年５月３１日現在

差引増減 ３１，０００ △２９，０８２ １，９１８

（健康福祉環境部（八幡浜支局福祉室））

５ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ７９４，２００ １，３６８，６００ ２，１６２，８００

２２年度 ８５２，６００ １，４１８，６００ ２，２７１，２００ 平成２４年５月３１日現在

差引増減 △５８，４００ △５０，０００ △１０８，４００
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地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成２４年１１月２日

愛媛県監査委員 岸 新

同 住 田 省 三

同 笹 岡 博 之

（建設部）

６ 収入未済の違約金（工事請負契約に伴うもの。）について、適切に

債権管理されたい。

調定年度 債 務 者 収入未済額（円） 備 考

２０年度 １者 ４６，７２５ 平成２４年５月
３１日現在

（大洲土木事務所）

７ 住宅貸付料について、収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ０ １，８７５，３００ １，８７５，３００

２２年度 ５３，９００ １，８５８，４００ １，９１２，３００ 平成２４年５月３１日現在

差引増減 △５３，９００ １６，９００ △３７，０００

（八幡浜土木事務所）

伴うもの。）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１５年度～１６年度
及び

１９年度～２１年度
４者 １，５８３，７４８ 平成２４年５月

３１日現在

（林業政策課）

３ 県有林経営事業特別会計について、平成２３年度末の歳入不足額は２２

億５，４６５万円と、前年度より３，３９４万円増加しており、さらに、平成２３

年度の木材価格は経営改善計画策定当時（平成１１年度）の６割程度に

まで下落していることから、今後の健全な経営に向けてより一層の努

力が望まれる。 （森林整備課）

４ 沿岸漁業改善資金特別会計における沿岸漁業改善資金貸付金償還金

について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層努め

られたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 １，０００，０００ １，４００，０００ ２，４００，０００

２２年度 ０ １，４２０，０００ １，４２０，０００ 平成２４年５月３１日現在

差引増減 １，０００，０００ △２０，０００ ９８０，０００

（漁政課）

５ 沿岸漁業改善資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還

金に伴うもの。）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２２年度 １者 ９６９，５１７ 平成２４年５月
３１日現在

（漁政課）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局

産 業 経 済 部 平成２４年７月２３日、
平成２４年７月２４日

東 予 家 畜 保 健 衛 生 所 平成２４年７月２４日

（監査の結果）

平成２３年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 職員（２名）の特地勤務手当について、適用する級別区分の誤りに

より、計６０４，２５４円の支給不足があった。 （産業経済部）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局

産 業 経 済 部 平成２４年７月２０日

中 予 家 畜 保 健 衛 生 所 平成２４年７月１１日

（監査の結果）

平成２３年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 収入未済の前払金余剰額に対する利息（工事請負契約の解除に伴う

もの。）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債 務 者 収入未済額（円） 備 考

１６年度 １者 ９７，０１６ 平成２４年５月
３１日現在

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

農 政 課 平成２４年８月６日

農 業 経 済 課 平成２４年８月９日

ブ ラ ン ド 戦 略 課 平成２４年８月２２日

農 地 整 備 課 平成２４年８月１０日

農 産 園 芸 課 平成２４年８月１０日

畜 産 課 平成２４年８月１０日

林 業 政 策 課 平成２４年８月２３日

森 林 整 備 課 平成２４年８月２３日

漁 政 課 平成２４年８月１７日

水 産 課 平成２４年８月１７日

漁 港 課 平成２４年８月１７日

（監査の結果）

平成２３年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 林業改善資金特別会計における林業改善資金貸付金償還金について、

納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ９，３８４，０００ ３７，７２３，２９７ ４７，１０７，２９７

２２年度 １０，４１３，０００ ２９，６２２，１０１ ４０，０３５，１０１ 平成２４年５月３１日現在

差引増減 △１，０２９，０００ ８，１０１，１９６ ７，０７２，１９６

（林業政策課）

２ 林業改善資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還金に
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（産業経済部）

２ 職員の不注意により公用車による事故が発生（１件）し、相手方へ

の被害並びに当該車両及び相手方の車両の毀損があり、県に多額の損

害を与えた。 （産業経済部）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局

産 業 経 済 部 平成２４年７月１８日、
平成２４年７月１９日

南 予 家 畜 保 健 衛 生 所 平成２４年７月１９日

（監査の結果）

平成２３年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 収入未済の賠償金（公用車事故に伴うもの。）について、適切に債

権管理されたい。

調定年度 債 務 者 収入未済額（円） 備 考

２２年度 １者 ２３６，７７５ 平成２４年５月
３１日現在

（産業経済部）

平成２４年１１月２日 発行
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